
特定非営利活動法人TOUFU定款

第■章 総則

(名称)

第■条 この法人は、特定非営利活動法人TOuFUという。

(事務所)

第 2条 この法人は、主たる事務所を東京都中央区銀塵―丁目22番■■■銀座
大竹ビジデンス2階に■く。

(目的)

第 3条 この法人は、デジタル技術の教育と地球温曖化などの持続可能性の日■
に対する理解を深めることを通じて、社会で活■するための重要なスキルと知出

を備えた人材の青威と増遭に貢献することを目的とし、特に学生 (小学生から大

学生まで)を主な対象としています。これを実現するために、この法人は社会教

育の推進、環境保全、科学技術の撮員など、特定非営利活動の種類を幅広く行

い、これらの活動を支える事業を展■します。また、これらの取り組みを通じ

て、学生だけでなくその保饉者に対しても書瞑活動を行い、広く社会全体の理解

と支援を得ることを目指します。

(特定非営利活動の種類)

第 4条 この法人は、前条の目的を通成するため、次の租目の特定非営利活動を
行う。

(■ )社会教育の推進を目る活動

(2)学術、文化、芸術又はスポーツの振興を目る活動

(3)=境の保全を目る活動

(4)男女共同参目社会の形成の促道を目る活動

(5)情報化社会の発目を目る活動

(6)科学技術の振興を目る活動

(7)職業能力の■発又は■用機会の拡充を支援する活動

(8)前各号に掲げる活動を行う団体の運営又は活動に目する連絡、助言又は撮
助の活動

(事彙の種類)

第 5条 この法人は、第 3条の目的を達成するため、特定非営利活動に目わる事
業として、次の事彙を行う。



(■ )プログラミングを含むデジタル技術の学習の提供

(2)持続可能な社会を実現するための情報や知識の提供

(3)その多目的を違成するために必要な事
=

第2章 会員

(種別)

第 6条 この法人の全員は、次の 2種とし、正会員をもって特定非営利活動促進
法 (以下『法」という。)上の社員とする.

(■ )正会員 この法人の目的に賛同して入金した個人及び団体

(2)賛助会員 この法人の目的に賛同じ費助するために入金した個人及び団体

(入金)

第 7条 会員の入金について、特に条件は定めない。

2 会員として入金しようとする者は、代轟理事が別に定める入金申込書によ
り、代表理3に申し込むものとする。

3 代表理事は、前項の申込みがあったとき、正当な理由がない限り、入会を
認めなければならない。

4 代表理事は、第 2項の者の入金を目めないときは、速やかに、理由を付し
た書面をもつて本人にその旨を通知しなければならない.

(入金金及び会■)

第8条 会員は、総会において別に定める入会金及び会■を納入しなければなら
ない。

(全員の責格の喪失)

第 9条 会員が次の各号の一に餞当するに至つた場合は、その資格を喪失する。

(■ )退会届の提出をしたとき。

(2)本人が死亡し、又は会員である団体が消滅したとき。

(3)撃続して■年以上金費を滞納したとき。

(4)除名されたとき。

(退会)



第■0条 会員は代猥理事が別に定める退会届を代表理事に提出して、任意に退
会することができる.

(l11,I‐ 1こ:)

第■■条 会員が次の各号の中に餞当するに至った場合は、総会の日決により、
これを除名することができる。この場合、その会員に対し、日決の前に弁明の機

会を与えなければならない。

(■ )この定歌●に違反したとき。

(2)この法人の名警を●つけ、または目的に反する行為をしたとき。

(拠出金品の不返還)

第■2条 既納の入金金、会費は、返還しない。

第 3章 役員

(租別及び定数)

第■3条 この法人に、次の役員を■く。

(■ )理事 3人

(2)監事  ■人

2 理事のうち■人を代表理事とする。

(選任等)

第■4条 理事及び監事は、総会において選任する。

2 第20条及び2■条の各■のいずれかに餞当するものは、この法人の役員
になることができない。

3 監事は理事またはこの法人の職員を兼ねてはならない。

(職務)

第■5条 代表理事はこの法人を代表し、その業務を総理する。

2 代表理事以外の理事はも法人の業轟について、この法人を代表しない。

3 代表理事が欠けた時は、代表理事があらかじめ指名した目序によって、そ
の臓務を代行する。



4 1理事は、理事会を構成し、この定欧の定め及び総会または理事会の日決に

基づき、この法人の業務を執行する。

5 監事は、次に掲げる●務を行う。

(■ )理事の彙薔執行の状況を監査すること。

(2)この法人の財産の状況を監査すること。

(3)前 2号の規定による監童の結果、この法人の菫務又は財産に関し不正の行
為又は法令若しくは定欧に違反する重大な事実があることを発見した場合は、こ

れを総会または所轄庁に報告すること。

(4)前号の報告をするために必要がある場合には、総会を招彙すること。

(5)理事の■薔執行の状況またはこの法人の財産の状況について、理事に意見
を述べること。

(任期等)

第■6条 役員の任期は,2年とし再任できるものとする。

2 前項の規定にかかわらず、後任の役員が選任されない場合には、任期の末
屋後最初の社員総会が終結するまでその任期を伸長する。

3補 欠のため、または増員により就任した役員の任期は、それぞれの前任者
または現任者の残存期日とする。

4 役員は、辞任または任期満了後においても、後任者が就任するまではその
職勝を行わなければならない。

(欠員補充)

第■7条 理事または監事のうち、その定数の 3分の■を超える者が欠けたとき
は、運滞なくこれを補充しなければならない。

(解任)

第■8条 役員が次の各号の一に餞当する場合には、総会の日決により、これを
解任することができる.この場合、日

“

決の前に当臓役員に弁明の機会を与えなけ

ればならない。

(■ )腱務の運行が困難と日められるとき。

(2)職務上の違反や役員としてふさわしくない行為があつたとき。

(報■等)

第■9条 役員は、役員鱚戯の3分の■以下の範囲内で報目を受けることができ

る。



2 役員には、その■覇を運行するために要した費用を弁償することができ
る。

3前 2項に日し必要な事項は、総会の日決を経て、代費理事が別に定める。

(■■)

第20条 この法人に、事務局長その他の職員を口くことができる。

2■ 員は、代表理事が任免する。

第4章 会議

(1日|』田|)

第 2■条 この法人の会日は、総会及び理事会の2種とする。

2 総会は、通常総会及び■時総会とする。

(構成)

第22条 総会は、正会員をもって構成する.

(権能)

第23条 総会は、以下の事項について日決する。

(■ )定欧の変更

(2)解散及び合併

(3)会員の除名

(4)事彙計画及び予算並びにその変更

(5)事業報告及び決算

(6)役員の選任及び解任

(7)役員の■務及び報H

(3)入会金及び会■の額

(9)責産の管理の方法

(■ 0)僣入金 (その事彙年度内の収益を持って償還する短期僣入金を除く。第
47条において同じ。)その他新たな義務の負担及び権利の放素

(■ ■)解散における残余財産の帰ロ

(■ 2)事薔属の組織及び運営



(■ 3)その他運営に目する重要事項

(■催)

第24条 通常総会は、毎年■回■催する。

2日 時総会は、次に餞当する場合に日催する。

(■ )理事会が必要と日め、招集の請求をしたとき。

(2)正会員総数の3分の■以上から会■0目的を記曖した書面により招集の請
求があったとき。

(3)監事が第■5条第5項第4号の規定に薔づいて招集するとき。

(招集)

第25条 総会は、前条第2項第3■の場合を除いて、代表理事が招集する。

2 `R表理事は、前条第2項第■■及び第2号の規定による請求があつたとき

は、その日から30日以内に自時総会を招集しなければならない。

3 総会を招集するときには、会日の日時、目的及び書■事項を記録した書面
又は電磁的方法により、口催の日の少なくとも5日前までに通知しなければなら

ない。

(日長)

第26条 総会の日長は、その総会に出席した正会員の中から選出する。

(定足数)

第27条 総会は、正会員総数の2分の■以上の出席がなければ日会することは
できない。

(議決)

第28条 総会における日決事項は、第25条第3項の規定によってあらかじめ
通知した事項とする。

2 総会のi■事は、この定敵に規定するもののほか、出席した正会員の過半数
を持って決し、可否同欧の時は、日長が決する。

3 1理事又は正会員がs総会の目的である事項について提案した場合におい

て、正会員全員が書面または電磁的記録により同意の意思表示をしたときは、当

餞提案を可決する日の社員総会の決目があつたものとみなす.

(表決権等)

第29条 各正会員の表決権は、平等のものとする。



2 やむを椰ない理由により、総会に出席できない正会員は、あらかじめ通知
された事項について書面または電磁的方法をもって表決し、又は他の正会員を代

理人として表決を重任することができる。

3 前項の規定により表決した正会員は、前第2条及び第■条の適用について
は、総会に出席したものとみなす。

4 1は会の日決について、特別の利害口係を有する正会員は、その日事の決■

に加わることができない。

(■事饉)

第30条 総会の日事については、次の事項を配餞した日事録を作成しなければ
ならない。

(■ )日時

(2)正会員総数及び出席者数 (書面若しくは電磁的方法による表決者または表

決委任者がある場合、又は、オンライン会ロシステムによる出席者がある場合に

あつては、その数を付記すること。)

(3)書■事項

(4)■事の経過の概要及び■決の結果

(5)■事録署名人の選任に目する事項

2 ■事録には、日長及び総会において選任された日事饉署名人2人が、配
名、押印しなければならない。

3 前2項の規定にかかわらず、正会員全員が書面又は電磁的記録による同意
の意思表示をしたことにより、総会の決目があったとみなされた場合において

は、次の事項を記載した日事録を作成しなければならない。

(■ )餞会の決■|があったものとみなされた事項の内審

(2)前号の事項の提案をした者の氏名又は名称

(3)総会の決目があつたものとみなされた日及び正会員総数

(4)■事録の作成に係る●務を行なつた者の氏名

(理事会の構成)

第3■条 理事会は、理事をもつて構成する。

(理事会の権能)

第32条 理事会は、この定駄に別に定める事項のほか、次の事項を目決する。

(■ )総会に付目すべき事項



(2)総会の目決した事項の執行に目する事項

(3)その他総会の日決を要しない業務の執行に目する事項

(理事会の日催)

第33条 理事会は、次に相げる場合に日催する。

(■ )代表理事が必要と認めたとき。

(2)理事総数の 2分の■以上から理事会の目的である事項を記颯した書面によ
り招集の請求があったとき。

(3)第■5条第 5項第 4号の規定により、監事から招集の晴求があつたヒき。

(理事会の招集)

第34条 理事会は、代表理事が招集する

2 代表理事は、鶴条第 2号及び第 3■の規定による請求があったときは、そ
の日から30日以内に理事会を招集しなければならない。

3 1理事会を招集するときは、会日の日時、目的及び書■事項を記●した書面

又は電磁的方法を持って、少なくとも会日の 5日前までに通知しなければならな

い。

(理事会の日長)

第35条 理事会の日長は、代表理事がこれにあたる。

(理事会の■決)

第36条 理事会における日決事項は、第34条第 3項の規定によってあらかじ
め通知した事項とする。

2 理事会の日事は、理事‖戯の過半数を持つて決し、可否同数のときは、日
長の決するところによる。

(理事会での表決相0)

第37条 各理事の表決権は、平等なものとする。

2 やむを得ない理由のため理事会に出席できない理事は、あらかじめ通知さ
れた事項について■面若しくは電磁的方法をもつて表決することができる。

3前 項の規定により表決した理事は、前条 2項及び次条第2項の適用につい
ては、理事会に出席したものとみなす。

4 1理事会の日決について、特別の利害口係を有する理事は、その日事の日決

に加わることができない。

(理事会の日事饉)



第38条 理事会の日事については、次の事項を記●した■事録を作成しなけれ
ばならない。

(■ )日時

(2)理事総数、出席者及び出席者氏名 (書面若しくは電磁的方法による表決者
または表決委任者がある場合、又は、オンライン会■システムによる出席者があ

る場合にあつては、その数を付配すること。)

(3)書■事項

(4)■事の概要及び■決の結果

(5)■事録署名人の選任に目する事項

2 1■事録には、1日長及びその会日において選任されたl口事録署名人2人以上

が記名、押印しなければならない。

第 5章 資産

(資産の構成)

第39条 この法人の資産は、次の各号に掲げるものをもつて相威する。

(■ )観立当初の財産目録に記職された責産

(2)入金金及び会費

(3)寄付金昌

(4)財産から生じる収益

(5)事業に伴う収益

(6)その他の収益

(資産の区分)

第40条 この法人の資産は、特定非営利活動に係る事業に目する責産とする.

(資産の管理)

第4■条 この法人の資産は、代表理事が管理し、その方法は、総会の日決を経
て、代表理事が別に定める.

第 6章 会計



(会計の原則)

第42条 この法人の会計は、法第27条各号に掲げる原則に従つて行わなけれ
ばならない。

(会計の区分)

第43条 この法人の会計は、特定非営利活動に係る事彙会計とする。

(事業年度)

第44条 この法人の事業年度は、毎年 3月 ■日に始まりも三年 2月 28日に終
わる。

(事業計目及び予諄)

第45条 この法人の事菫計画及びこれに伴う予諄は、毎事撃年度、代表理事が
作成し、総会の日決を経なければならない。

(暫定予■)

第46条 鶴条の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しない
ときは、代表理事は、理事会の日決を経て、予舞成立の日まで全事業年度の予算

に準じ収益費用を目|じることができる。

2 前項の収益費用は、新たに成立した予■の収益費用とみなす.

(予算の追加及び菫正)

第47条 予算成立後にやむを得ない事由が生じたときは、総会の日決を経て、
既定予■の追加又はE正をすることができる.

(事業報告及び決算)

第48条 この法人の事彙報告書s活動計算書、■■僣表及び財産目饉0決諄に
目する書類は、毎事業年度終了後、連やかに、代表理事が作成し、監事の監査を

受け、総会の日決を経なければならない。

2決 算上尉余金を生じたときは、次事業年度に繰り越すものとする。

(臨機の措置)

第49条 予■をもつて定めるもののほか、僣入金の僣入その他新たな●薔の負
担をし、または権利の放素をしようとするときは、総会の日決を経なければなら

ない。

(定欧の変更)

第 7章 定款の変更、解散及び合併



第50条 この法人が定歌を変更しようとするときは、総会に出席した正会員の
4分の 3以上の多数による饉決を経、かつ、法第 25条第 3項に規定する以下の
事項を変更する場合、所轄庁に届け出なければならない。

(■ )目的

(2)名称

(3)その行う特定非営利活動の種類及び当餞特定非営利活動に日わる事彙の種
類

(4)主たる事務所及びその他の事薔所の所在地 (所轄庁変更を伴うものに限
る)

(5)社員の資格の得喪に関する事項

(6)役員に目する事項 (役員の定数に目する事項を除く)

(7)会■に目する事項

(3)その他の事業を行う場合における、その種類その他当餞その他の事彙に目

する事項

(9)解散に目する事項 (残余財産の帰属すべき事項に限る)

(■ 0)定歌の変更に目する事項

(解散)

第 5■条 この法人は、次に掲げる事由により解散する。

(■ )総会の決■

(2)目的とする特定非営利活動に係る事業の成功の不能

(3)正会員の欠亡

(4)合併

(5)破産手続口始の決定

(6)所轄庁による腱立のロヨ:の取り消し

2 前項第■号の事由によりこの法人が解散するときは、正会員総数の4分の
3以上の承諸を得なければならない。

3 第■項第 2号の事由によりこの法人が解散するときは、所轄庁の日定を得
なければならない。

(残余財産の帰口)



第52条 この法人が解散 (合併又は破産手続き■始の決定による解散を除
く。)したときに残存する財産は、法第■■条第 3項に掲げる者のうち、総会に

おいて選定した者に出譲するものとする。

(合併)

第53条 この法人が合併しようとするときは、総会において正会員燿数の 4分
の3以上の日決を経、かつ、所轄庁の日置を得なければならない。

第 8章 公告の方法

(公告の方法)

第54条 この法人の公告は、この法人の相示場に掲示するとともに、官報に掲
載して行う。ただし、法第28条の 2第■項に規定する■僣討照豪の広告につい
ては、この法人のホームページにおいて行う。

第 9章 雑則

(細則)

第55条 この定欧の施行について必要な綱則は、理事会の日決を経て、代表理
事がこれを定める。

附則

■ この定駄は、この法人の成立の日から施行する。
2 この法人の設立当初の役員は、次のとおりとする。

代表理事   牧内晴久

理事     羽田■電

理事    横井通決
監事    鈴木熙世
3 この法人の段立当初の役員任期は、第■6条第■項の規定にかかわらず、こ
の法人の成立の日から令和 8年 2月 28日 までとする。

4 この法人の設立当初の事
=年
度は、第44条の規定にかかわらず、この法人

の成立の日から令和 7年 2月 28日 までとする。

5 この法人の設立当初の事業計画及び予諄は、第43条の規定にかかわらず、
設立総会の定めるところによる。



6 この法人の設立当初の入金金及び会費は、第 3条の規定にかかわらず、次に
掲げる額とする。

(■ )入金金

正会員 (個人・団体)     ■,000円
賛助会員 (個人・団体)    ■,000円
(2)年会費

正会員 (個人・団体)     5,000円
賛助会員 (個人・団体)  ■口■,000円 (■ 日以上)
7 この法人の設立当初の主たる事務所は、東京都中央区銀座―丁目22番■■
■銀座大竹ビジデンス2目に口く



書式第 1号 (法第 10条 。第23条関係)

設立・役員変更用

役員名簿 (役員名簿及び役員のうち報酬を受ける者の名簿)

特定非営利活動法人TOUFU

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。 )

ピ以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第 20条関係 )
υ各役員について、親族の規定に連反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

|

役 名

(どちらかに

○)

(フ リガナ)

ノ|,
イコ氏

有

報酬の有無 |

(r'EEr't: i em€s
○ )

■

―

― |ヽ
フ
イ
ヽ
監事

ハダホウリュウ

羽田鳳竜
無

無

有

有

有

|

|~‐

つ

＾

―ト

ヽ
フ
ぶ
ヽ

ゝ
フ
イ
く

監事

ヨコイツウオウ

横井通決

4

監事

マキウチハルヒサ

牧内晴久
代表理事

無理事
ゝ
フ
乙
ゝ

スズキテルセ

鈴木照世
_

‐コ
ー
ー
‐

一



令和 6年度 事 業 計 画 書

特定非営利活動法人TOUFU
l 事業実施の方針
・設立当初の事業年度は、以下の事業を実施することを目標とする。

・本法人の事業内容をより多くの市民に知っていただくために、ホームページでの広報に加えSNS

による広報をし認知度を高める活動を行う。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【6侶0】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時  場所 %事 驀 難 IW
プログラミングを含
むデジタル技術の学

習のJH実

プログラミングとはどんなもので何

ができるのかを知つていただく体験 '8月 に行う

会を開催。

|■知県あま

1市

プログラミ

ングに関心

のある小学

生とその保

目者

小学生 とそ

の保口者50

組

l 10Ю

東京椰諫属

区

プログラミ

ングに目心

のある小学

生 とその保

菫者

小学生 とそ

の保口者30 ω
■

プログラミ

ングに関心

のある小学

生 とその保

口者

小学生 とそ

の保口者l∞ 2∞
組

プログラミ

ングに関心

のある小学

生 とその保

口者

1小 学生 とそ
十

1の保菫者40 m
l祖

プログラミングを合

●デジタル技術の学

習の提供

プログラミングとはどんなもので何

ができるのかを知つていただく艤

会を開僣L

7月・ 10月 に

行う

プログラミングを合

むデジタル技術の学

習の提供

プログラミングとはどんなもので何

ができるのかを知っていただく体験 2月に行う

会を目僣L

東京都棟月

区

プログラミングを含 |プログラミングとはどんなもので何 |

|むデジタル技術の学 |ができるのかを知っていただく体験 15月 に行う

習の提供      会を目饉.

千葉県市川 .

市

プログラミングを合

むデジタル技術の学

習の提供

プログラミングを含
むデジタル技術の学

習のJ静

プログラミングとはどんなもので何

ができるのかを知っていただく体麟: 12月 に行う

会を開催.

プログラミ

ングに関心

のある小学

生 とその保

口者

高知県仁淀

川町
6人

オンライン及び対面形式の両方を取

り入れたノヽイプリッド壼プログラミ

ング藪室の運営。

11月から2月

に行う

プ

ン

の

生

6人

6人

6人

6人

東京3港区  10人

小学生 とそ

の保目者20

組

40

ログラミ

グに関心

ある小学

小中学生 l

O人

.プ ログラミ
.

|ン グに関心 1小 中学生 1

2(XX

2XЮ
プログラミングを含
むデジタル技術の学

習の提供

;XilX矛ソ
:)ワ

平壼|,T';詈
|||:こ

tヽ

ら2月
ll鷺聟県仁淀110人

ング改室の運営。          
｀何フ    ′1円 のある小学 10人

生     |



プログラミングを合

むデジタル技術の学

習の

“

U哭

(2)そ の他の事業

定款に記載
された
事業名

N町(非代書性 トークン)と いう●造不 .

可な饉定書・所有饉明書付きのデジ
|

タルデータについて、NF「の業界で著

名な方を指き

“

濱会を目僣。NITに
ついて体験・知っていただきます。

事業内容

11月 に行う

12月に行う

2月 に行う

1月 に行う

神奈川県小

日凛市

神奈川県小

日凛市

神奈川県小

日原市

学生ω人   」∞

10人

10人

10人

10人

デジタルア ,

|― 卜に興味 1学生ω人

を持つ学生

文Ю

プログラミングを含

むデジタル技術の学

習の提供

プログラミングを含

むデジタル技術の学

習の提供

アニメーターを招き語演会を開催し

ます。デジタル技術がアニメーション

彙界でどのように使われているのか

を知る●会となります。

サイ′ヾ―セキュリティの専門家であ

るホフイトハッカーを招き口演会を |

開催します。インターネットの安全
.

な利用方法や、サイ′ヾ―攻撃から自

分を守る基本的な知■について学ぶ

橿会となります。

サイパーセ

キュリティ

に興味を持

つ学生

アニメーシ

ョンに,味 学生ω人
を持つ学生

ヌЮ

―
ト ー

ー

持綺可鮨な社会を実

現するための情報や

知口の提供

大学、行政、他の特定非営利活動法

人に所属し、自然環境の保口に関す

る研究や実務に携わっている方を招

き、講濱会を開催。環境保全の大切
|

さを知っていただく。       |

神奈川県小

日原市

環境同目に

関心のある 学生の人
学生

ヌЮ

(事業費の総費用 【o】 千円)

日時 1 場所 彎IW



令和 7年度

特定非営利活動法人TOUFU
l 事業実施の方針
・以下の事業を実施することを目標とする。
。前事業年度に引き続き本法人の事業内容をより多くの市民に知っていただくために、ホームペー

ジでの広報に加えSNS等による広報を実施。認知度を高める活動を行う。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【144∞】千円)

定款に記載

プログラミングを含 プログラミングとはどんなもので何

むデジタル技術の学 ができるのかを知っていただく体験 2月 に行う

習の日共 会を開僣L

圭
日
画

Ｌ
Ｉ
〓

二
一ロ業事

た
名
れ
業
さ
事

プログラミングを含

むデジタル技術の字

習の提供

プログラミングとはどんなもので何

ができるのかを知っていただく体験

会を開催。

プログラミングを含

むデジタル技術の学

習の提供

プログラミングとはどんなもので何

ができるのかを知つていただく体験

会を開饉.

プログラミングとはどんなもので何

ができるのかを知っていただく体験

会を昴催.

プログラミングを含 オンライン及び対面形式の両方を取

trit, tu&fro+: D 

^nr.^4/9 
r t:4/u rr:

EoE* ; rr&o A"

プログラミングを合

むデジタル技術の学

習の提供

オンライン及び対面形式の両方を取

り入れたハイプリッド量プログラミ

ング教室の運営。

3月 から2月

に行う

高知県仁淀

川町

NFT(非代替性トークン)と いう偽造不

可な●定書・所有護明●付きのデジ

タルデータについて、NFTの彙界で著

名な方を招き講演会を開催。NITに

ついて体験・知っていただきます。

10人

ブログラミングを含

むデジタル技術の学

習の提供

事業内容 鳴事日時 場所
受益
対象者
範囲
爵摯暮
人数

事義事
円)

神奈川県小

日凛市
6人

プログラミ

ングに関心

のある小学

生 とその保

饉者

小学生 とそ

の保ヨ者1∞

組

γ Ю

rzBt.tl, 6人
神奈川県諄

本市

プログラミ

ングに関心

のある小学

生 とその保

菫者

6月 に行う 6人
兵庫県たつ

の市

プログラミ

ングに関心

のある小学

生 とその保

凛者

ω

ω

小学生 とそ

の保口者30

■

小学生 とそ

の保霞者30

組

プログラミ

ングに関心
のある小学

生とその保

菫者

小学生 とそ

の保口者40

■

m5月 に行う

10人

6人

東京都港区
3月 から2月

に行う

千葉県市川

市

プログラミ

ングに関心

のある小学

生

プログラミ

ングに関心

のある小学

生

デジタルア

ー トに興味

を持つ学生

`■
0

“

Ю0

まЮ学生ω人

小中学生 1

0人

小中学生 l

O人

プログラミングを合

むデジタル技術の学

習の提供

IIEEE' 愛知県あま
市

0人



プログラミングを含

むデツタル技術の学

習の提供

アログラミングを含

むデジタル技術の宇

習の提供

アニメーターを招き講演会を開催し

ます。デジタル技術がアニメーション

業界でどのように使われているのか

を知る機会となります。

持

"可
能な社会を実

現するための情報や

知口の提供

サイパーセキュリテイの専口まであ

るホワイトハッカーを招き、日濱会

を開催します。インターネットの安

全な利用方法や、サイパー攻●から

自分を守る基本的な知日について学
ぶ績会となります。

サイパーセ

キュリティ

に興味を持

つ学生

12月に行う

3月 に行う

愛知県あま

市

髪知県あま

市

アニメーン

ョンに興味

を持つ学生

10人

10人

学生ω人

学生

“

人 まつ

まЮ

(事業費の総費用 【0】 千円)(2)その他の事業

に記載
れた
業名

事業内容 日時 場所

ヌЮ

大学、行政、他の特定非営利活動法

人に所属し、自然環境の保口に関す

る研究や実務に,わっている方を招
き、■濱会を開催。環境保全の大切

さを知っていただく。

愛知県あま

市
1月 に行う

環境間題に

関心のある

学生

lo人 学生ω人

従事者
人数
細Ｆ
り

事

Ｐ



書式第9号
‐
(法第 10条・第25条関係)         ~

令和6年度 活動予算書 (その他事業が上上場合)
特定非日利活喘法人」0ユ巳L

常 収

OD.(XЮ

正会月受取会費
賛助会員受取会費

ωαЮ

0

0
受取寄お金
施設等受入詳●益 |

0
0

0
受取補助金

[

4 6.400,∝Ю

プログラミングを含むデジタル技術の学習の提供
持薔可饉な社会を実現するための情報や知日の提供

5,Ю
`XЮヌЮαЮ

5 そ 0
受取利息

2

(1)人件口|
給料手当
役員薇日
退●綸付費用

福利厚生費

3,104,(X】D

3 l64gЮ
0
0
0

σ ラその僧優費

会議員
旅費交洒費
籠段等辞薔費用
減薔●却費

印■襲本費
彙薔委

“

費
檀 利用費
賃僣料

0
1()16000

0
0

'("00まЮ

“

D
l,D`渕Ю

mpЮ

3.000.∝Ю

6.470000

(1)′k,中口:
傾 額
綸‖手当

ヨ摯綸付費用

福利厚生費

0
0
0
0

0

(2)その色饉■
消耗品費
水道光熱費
通信運餞費
地代家賃
旅費交通費
減薔償却費

0
0
0

0
0
0

0

6.470.000

AI 70.∝Ю

遇年度颯益修正益

災書颯失

C
l 当 日 正 曖 ヨ ■ ① +②  ・・・ C 70.OЮ0

70.(XЮ

昧

:さ ]二 1

諄 ■ ● 用

1整 壼 燿 滅 ■ =可コ

薔 外 1
ヨ:働

『

‐
~~■

□ 1墨  ヨ

法人税、住民滉及び事栞税
開則 u匡味日産額 …

0
⑤



「
書試第j号

・
は質10染・

~第・
25条関係)~    ~ 

‐ ・ ‐

令和7年度 活動予算書 (その他事業がとい場合)
特定非営利活動法人 ■21正u

1単位 :円

科 目 金  額 小計・合計
量 常 収 益

ヨ].0∞

ЮOЮ正会員受取会貴
賛助会員受取会費

受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金 0:

4事 籠収益
プログラミングを含むアジタル技術の学習σ,提供
持続可能な社会を実現するための情報や知書の提供

14.4●0000
139χ l,∝ゆ

まЮ αЮ

5 その他の収益
受取利息

:収 益 計 1■400.てЮ0
経 常 費 用
□田E

給料手当
役員報酬
退職治付費用

福利厚生費

5,722′

“

Ю

0
0

0

5,722400

(2)その他筆霙
会議費
旅費交通費
施設等評薔費用
減●i嗣費
印刷製本員
棄務委託費
施設利用費
賃僣料

0
2,12“X,
0

0

4ЮOЮ
3`XO卿
2.340.(KD

5(Ю (0,

0.53a∝Ю

14254400

(1)人件■
役員薇爾
給料手当

退職綸付費用

福利厚生費

消耗品費
水道光熱費
通信運搬費
地代家貸
旅費交通費
減衝償却費

2

14.254400

B

ロ 日 }

`期
| :額 A B ) 195.6〈 X)

,1

過年度損益修正益

:  タ

)I

災害鎮失

過年度晏益修正損

雷 タ

`期
i 減 I C D

195口,0ま 田 正 昧 距 :」 〕

前期操越正味財産領 ・・・⑤
70.∝Ю

9D.OЮ0
」

・ 産 : )―〈)+( 215.000

1‐TT■ :
ヨ

④



書式第 6号 (法第 10条関係)

特定非営利活動法人TOUFU 設立趣旨書

■趣旨

現代社会を生きる上で、急速に進化するデジタル技術と地球温暖化などの持続可能性に関する問題への理解と対応は必要不

可欠なものとなつています。特に若年層におけるこれらの問題への日心と理解の不足は、将来的に社会全体の進歩と持続可

能な発展を妨げる要因となります。

私たちの理想とする状態は、すべての学生がデジタル技術について理解・活用できる社会。そして、持続可能性の問題に対 |

して責任ある行動を取ることができる社会です。これは、将来にわたって社会的および環境的な課題に効果的に対応するた |

めの基礎となります。

当法人は、社会教育の推進、環境保全、科学技術の振興を通じて、学生がこれらの重要なスキルと知臓を身につけるため

の支援を行います。具体的には、学校や地域社会でのワークショップ、セミナー、プロジェクトを展日し、学生だけでなく

その保■者に対しても啓艘活動を行います。

当法人の活動は、デジタル技術の教育と持続可能性に国する理解を深めることで、不特定かつ多数の利益の増進に寄与しま

す。これらの活動は、将来の世代が直面するであろう諫題に対して、より良い対処方法を見つけるための菫要なステップで

丸

しかし、任意団体では補助金の申睛・活用や他の法人との連携などが非常に困難あるいは不可能であり、あらゆる側面で

任意団体としての活動では限界を迎えていました。

これらの制約を乗り越え上記の日標を達成するためには、法人格を有することが不可欠です。法人格を持つことで、活動の

範囲と影響力を拡大し、必要な資金田達、人材確保、そして社会全体との連携を促進することが可能になります。これによ

り、私たちの活動はさらに活性化し、持続可能な発展への■献を加速させることができます。

2申請に至るまでの経緯
1平成29年 2月 任意団体TOUFU 設立
平成29年 4月 東京都港区 親子プログラミング体験会
平成29年 7月 東京都港区 親子プログラミング体験会
平成29年 ■0月 神奈川県小田原市 親子プログラミング体験会
平成30年 1月 神奈川県厚木市 親子プログラミング体験会
コロナウイルス菫延のため活動を一時休止

令和4年 1■月 愛知県名古屋市 親子ロポットプログラミング体験会
令和5年 8月 法人化についての必要性を確田
令和5年■■月 設立総会開催

令和 6年 3月 1日

設立代表者 

氏名 牧内晴久




